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【書評】
大倉雄次郎著
『連結納税会計論』
（関西大学出版部， 2004年10月刊）
野村健太郎
I はじめに
今般，大倉雄次郎教授は上記の著書を公刊された。 H頃から，研究分野
を等しくして御呪懇に与っている立場から申して，心からの祝意を表明さ
せていただきたい。本書は，平成14・15年度文部科学省科学研究費補助金
（基盤研究 (C)・2)の研究成果の一部をまとめられたものであり出版に
際しては，関西大学研究成果出版補助金を下賜されている。
連結会計と連結納税との関係の研究については，我が国では，すでに，
井上久禰著「企業集団税制の研究』中央経済社， 1996年，や中田信正教授
の一連の諸論稿が公表されているが，大倉教授の今般公刊の著書は，これ
らに継ぐ力作として把握され，御同慶の至りである。
扱て，「連結納税会計』の研究領域は，会計学の分野においても，税務
会計領域の分野においても，日本では比較的新しい研究課題に属しており，
かつ先端的研究分野であるということができる。というのは，欧米先進国
では，連結納税が制度として早くから定着してきたこともあり，すでに当
該研究分野は長い歴史を有し分厚い研究蓄積・実績を残してきているが，
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日本では比較的新しい研究分野であるばかりでなく，当該研究領域に関与
している研究者はそれほど多くなかったからである。
多くないことの理由は，会計学の領域では，連結会計は，個別企業会計
を十分履修・学習してからでなければ踏み込めない次元のものであるだけ
でなく，税務・租税の領域では従来，個別企業の所得課税にのみ注意を払
い，グローバル化が世界的に早くから展開してきたにも拘わらず， 日本で
は連結納税に無関心を決め込んできたからである。
日本において「連結納税」に関心がもたらされた契機は， 1987年12月の
スイス・バーゼルでのBIS(国際決済銀行）規制合意成立にあると筆者は
把捉している。これは銀行業務に関する規制ではあるが国際業務を展開
していくためには， 1993年までに，銀行・金融業の「連結ベース」の自己
資本比率を 8%以上要求するという国際合意であった。このBIS規制は我
が国経済に強力なインパクトを与え，バブル崩壊に強く作用したことは，
周知の事実であり（拙著『連結経営の衝撃』，中央経済社刊， 2000年，第
2章参照），連結会計の重要性を嫌が上にも一般に知らしめることになっ
たからである。従来， 日本では個別会計優位であり，連結会計は個別企業
会計の従的取扱いで，補足・補完の地位しか与えられていなかったのであ
る。
連結会計に対して一層脚光を浴びせたのは， 1996年11月橋本龍太郎元首
相の「金融ビッグバン」の構想表明であった。当該構想は，「フリー」，「フ
ェアー」，「グローバル」の 3原則をキーワードとして重視し，金融・証券
市場を活性化して，経済を立て直そうとしたものである。そしてこれをう
けて翌1997年6月に当時の大蔵省企業会計審議会から「改訂連結原則」が
公表され，ここに明確に「連結優位」を謳うことになり，証券取引法上で，
個別会計に対する連結会計の優位を表明した。
これによって，実務界では連結経営業績を向上させるために連結経営
を充実発展に注力することを真剣に迫られた。それまでは，親会社のほか
子会社，関連会社を含めた企業集団全体としての経営業績向上に集中する
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という思考は極めて薄かったのである。
連結経営を良好に展開するためには．税制上でのインフラ整備として連
結納税が必要であるとの見解が， 日本経団連をはじめとする実務界から主
張され，漸やく， 2002年4月1日以降の事業年度から連結納税制度が導入
されることになった。
大倉教授は．上記の我が国連結会計．連結納税の動向にかかる歴史的展
開を受けて，タイムリーに．本書を公刊されたのである。以下では第1
章より順次章別に．その中身を窺い．コメントを交えて眺めていくことに
したい。
I 連結納税制度と企業会計への影響
本書は，全体で264頁から成るが，まず，その全体構成を示すと以下の
とおりである。
第1章 連結納税制度と企業会計への影響 (1~12頁）
第2章 アメリカ連結納税制度 (13~28頁）
第3章 フランス連結納税制度 (29~48頁）
第4章 イギリスのグループリリーフ制度 (49~67頁）
第5章 ドイツ機関会社制度 (68~72頁）
第6章 第1回連結納税制度の企業対応動向調査分析結果 (73~128頁）
第7章 第2回連結納税制度の企業対応動向調査分析結果(129~176頁）
第8章 時価評価と連結納税 (177~192頁）
第9章連結納税制度における欠損金とSRLYの検討 (193~218頁）
第10章内部取引 (219~228頁）
第11章 連結納税の手続とその問題点 (229~242頁）
第12章連結納税分析 (243~249頁）
以下参考文献．索引，英文要旨 (251~265頁）
本書の第1章は．連結納税制度と企業会計との関連に焦点を当てている。
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連結納税制度の促進要因を，「規模別分析」，「技術革新と世界的分業」．「租
税の中立性」の3点として，その中身を検討している。そこでは．租税の
中立性を保障するためには，経済的実体 (economicentity)概念に基づ
いた連結納税制度が必要であるとの主張を展開された。
企業の組織形体が相違していても納税額が異なるのは．租税の中立性が
損われるので好ましくないとの主張に賛意を示している。筆者もこの見解
をつとに主張してきた。なぜなら，企業の経済行動は自由であることが保
障されるべきであって．組織構造や持分構造が変化しても税制面で企業の
行動自由を差別化して．障害をもたらすべきではないとするものである。
連結納税の型として．「損益振替制度と所得通算型制度」とがあり，前
者には．イギリス・グループリリーフ制度， ドイツ機関制度があり後者
には，アメリカ連結納税制度．フランス連結納税制度があることを指摘さ
れた。これらの中身の相違については，第2章ないし第5章で詳しく検討
している。
また，連結納税に関する 2つの概念アプローチとして．「単一体アプロ
ーチ (singleentity approach)」と「個別主体アプローチ (separate
entity approach)」があることを指摘し．両アプローチによって会計上の
いかなる項目に影響を与えているかを具体的に示された。
企業会計と租税会計（税務会計）との関係については，証券取引法や商
法との関連で連結納税制度がいかなる関係にあるかを検討している。
連結納税の単位として．「連結親法人」．「連結子法人」をとり上げ．と
くに日本では連結子法人としては100%完全子会社のみを対象としており．
かつ，外国子会社をこれに含めないことを指摘し．「連結子法人を100%子
会社とするのは合理性があり妥当である」と賛意を示している。確かに．
100%子会社を連結子法人とするのは合理性があるとしても．筆者は．連
結子会社は．「連結」という視点から．親会社の支配が及んでいる企業を
包摂しているのであるから，適用対象をより拡大して把捉すべきではない
のかという思考を持っている。我が国の場合．とにかく連結納税制度を漸
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やく 2002年 4月1日から始まる事業年度から導入されることになったの
で， 100%完全子会社を対象として，導入当初の混乱を回避したいという
立法側の意向が反映したのではないかと思っている。筆者は，連結子法人
の適用範囲については，機が熟せば将来，より拡大することになることを
期待している。ちなみに，アメリカ80%以上，フランス95%以上，イギリ
ス75%以上， ドイツ過半数である。
皿 アメリカ連結納税制度
第2章では．早くから連結納税制度を導入・実施してきたアメリカ連結
納税制度の検討に当てている。アメリカでは連結納税の対象とするのは，
関連会社グループ (affiliatedgroup of corporation戸としており．「共通
の親会社 (commonparent corporation)」と「直接議決権付株式の80%
以上を所有されている（又は株式価値の80%以上を所有されている）子会
社」とから成り立っている。
※ 関連会社グループについて……日本でばafiliatedgroup of corporation' 
を一般に「関連会社グループ」と翻訳されているが．筆者はこの訳語には．
検討の余地があるのではないかと思っている。「持分法」を適用するさいの
関連会社と混同され易いからである。ちなみに関連会社のことを英語では
'associated company'といっている。むしろ．はっきりと「親子関係グルー
プ」とでも言った方が誤解されなくてすむのではないか。フランス語では
子会社のことをfilialeという用語を使っているが．英語のafiliatedgroup of 
companyを親子関係グループとすれば誤解されなくなるとみられる。
連結会社グループは，課税年度の法人税 (incometax)に対して，個別
申告書 (separatereturn)の代わりに連結申告書 (consolidatedreturn) 
を作成する権利を有し，関連会社グループのメンバー（構成会社）のすべ
ての会社が同一の申告書で提出することに同意しているという条件を有し
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ている。アメリカの連結納税の単位は，共通親会社と直接所有でかつ80%
所有の子会社すべてが強制的に連結納税グループを編成するのである。
そして，共通親会社が関連会社グループ（筆者の用語では「親子関係グ
ループ」）の連結納税の唯一の代理人として税務当局の窓口となっている。
この点で， 日本でも親法人のみが税務当局との窓口になって連結納税申告
書の提出等連結納税手続を行わなければならないとしていることと共通し
ていると指摘された。
「連結納税に係る課税所得の計算」「個別課税所得の計算から除外され
るもの」を検討し，とくに後者の項目として，「営業損失控除」，「キャピ
タルゲイン・ロス」，「営業用に使用された資産の損失」，「慈善寄附金の控
除」，「公共事業によって支払われた配当控除と国内会社から受け取った特
別控除」について吟味された。
さらに，「連結課税所得の計算」の中身をとり上げ，「連結課税所得のケ
ース」をN社関連グループ（親子関係会社グループ）について論及された。
アメリカ法人税申告書 (Form1120), 減価償却明細表 (Form4562)や，
これに関連して，内部取引の繰延処理方法，租税公課の内訳，寄附金控除
の計算営業損失損金算入の計算帳簿利益と申告所得の調整などが紹介
されているのは，アメリカ連結納税システムを理解する上で懇切な配慮に
よるものである。
W フランスの連結納税制度
フランスの連結納税制度は， 1988年1月1日以降導入された。アメリカ
の場合と若干相違して，連結対象子会社は，親会社が95%以上の株式を所
有している場合を条件としている。親会社であっても，他の内国法人によ
って95%以上を所有されている場合には，連結納税制度上の親会社となる
ことはできない。親会社が保有する子会社持分が95%未満になれば，原則
として，一時的であっても子会社はその事業年度の初日から連結納税グル
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ープを離脱すべきである。
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フランスの場合，連結納税制度を選択することは，任意となっており，
親会社の裁量に任され自由判断に委ねられている。しかし，いったん連結
納税制度を選択すれば. 5年間有効とされ．途中で止めることはできない。
この任意制については，大倉教授は．「欠損金のある子会社のうち繰越欠
損期限内に課税所得が見込まれる子会社の場合には．非連結納税対象子会
社とし．他方．繰越欠損期限内に課税所得が見込まれない赤字継続子会社
と利益稔出子会社については連結対象子会社として所得通算を行うことに
なり，課税の公平性から好ましくない」と批判された。
連結課税所得の算定は．税務上の連結企業集団を構成する各会社の個別
所得の計算から始める。税務申告書は，当該各会社の年次計算書類におい
て算定された利益に対して．各種の税務調整を行って，課税所得を算定す
る。
財産理念に基づく会計法を重視し，貸借対照表の資産として計上するた
めに財産性を有することを条件とする。「当期の成果は．収益・費用の差
額であり．期首・期末間の自己資本の変動額に等しい。ただし．直接，自
己資本の額に影響を与える取引によるものを除く」 (1999年プラン・コン
タブル）の規定に明確にされている。
「損失と利益の合計が期間内に当局に通告した最終リストに載せられた
会社の所得を出発点にして計算する「租税一般法第223A条6項）」「所得
の合計は．普通法の条項または租税一般法第217条2項での限定条項で計
算した企業集団の会社の各業績を総計して親会社によって決定する（同法
第223B条1項）。この場合．海外領土に位置する事業に由来する業績は，
課税標準に含めない。
企業集団を構成する各会社の個別所得の計算手続を,Price Waterhouse, 
"Doing business in France". 1995,pp.238-239. によって例示された。連結
課税所得の計算においては親会社と連結納税子会社の所得の総計に対して
連結調整を行うが．この場合の調整項目を詳細に紹介された。さらに．「補
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助金の取扱い」，「棚卸資産の内部取引消去と未実現利益消去の不要」の中
身を検討された。
フランス連結納税における企業集団間の固定資産取引の中身を検討し．
シャラス修正による利子の損金不算入を紹介された。また．「欠損金」の
処理の詳細を明示し，「連結納税企業集団からの退出・解消」を検討された。
以上，第3章で．フランス連結納税制度の概要を示すことに成功している
と評される。
V イギリスのグループリリーフ制度
グループリリーフ (grouprelief)は，「(a)グループメンバー間の営業損
失と他の項目の移転の権利（グループ・リリーフ）と， (b)移転で税が課せ
られない利益が生じる方法でのグループメンバー間の税が課せられる資産
の移転」からなる。グループリリーフ制度は，この前提の下でグループの
国内メンバーが税金の損失を有するとき，同時期のそれらの税務利益と相
殺するためにその損失を他の国内メンバーに譲り渡すことができ，そこで
75%グループのメンバーは2つのそれ以上の税額免除を受けるのである。
グループリリーフは，グループ（企業集団）のあるメンバー（構成企業）
（譲渡会社surrenderingcompany)によってそのグループの他のメンバー
（譲受会社claimantcompany)への営業損失およぴ（または）他の項目の
譲渡から成るが，この場合の譲渡される項目は4つである。すなわち，
(a) 営業損失
(b) 超過資本的支出控除（税務減価償却）
(c) 課税される会計期間 (CAP)のための利益の超過における営業ま
たは非営業費用（すなわち，損失の控除または他のCAPから繰越ま
たは繰戻からもたらされた他の控除の前の利益）
(d) 投資会社の超過マネジメント費用，
以上である。上記4項目について大倉教授はその中身を掘り下げて，特徴
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を眺めている。
さて，イギリスのグループリリーフ制度の実際の計算例をウォルトン，
スメイラー他著の "TaxComputations", (1999-2000), 2001, pp.2-68, の
文献のケースから抽出して詳論している。これらの計算例を示すことで，
グループリリーフの税務上の計算過程を詳細に知ることができる。このよ
うな丹念な検討は，同学の研究者にとって貴重な手掛りを与えるものであ
る。
さらに大倉教授は，グループ制度と連結会計との関連について論及さ
れた。つまりグループリリーフ制度は企業集団課税ではあるが，連結会計
の仕組みをとり入れた税制とは多くの点で相違していることを指摘され
た。
VI ドイツ機関会社制度と連結納税
ドイツ連結納税制度は以下の独特の特徴を持っている。
第1は．確定決算基準をとり入れていることである。商法の会計上の利
益が税法上の所得算定の基礎になることによって基準性の原則と呼んでい
る。ドイツの法人所得の計算は．定期的な決算書作成の義務によって規定
され．商法の規定によって記帳を行い決算を行う確定決算基準による個別
決算書の基準性に基づいている。
第2は．機関会社制度は単一体概念によって子会社が親会社との間で法
的には資本会社（物的会社）であるのに一定の要件を満たしたときに支配
従属関係にあることを認知することである。
第3は，企業集団課税には．連結決算をベースにした納税方式と個別決
算をベースにした納税方式があり，前者は．企業集団を一つの経済的組織
体としての課税単位を把捉し．連結決算の数値を基礎に課税所得を算出す
るが．後者は． ドイツ連結納税において機関会社制度と呼び．企業集団課
税に関して．親会社の個別損益に子会社の個別損益を振替移転することを
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特徴としている。
さて，機関会社は，支配従属の関係にある会社の総称であり，当該関係
にある会社間における利益と損失を相殺することができる。この場合の従
属会社は，国内において所在し，業務執行する株式会社，株式合資会社，
有限会社，鉱業会社等の資本会社（物的会社）のみである。持分関係につ
いては，議決権ある持分の過半数被所有が対象とされ，間接的持分も考慮
に入れられる。このことからドイツ機関会社制度における従属会社は他国
と比べて一層広い持分関係が考慮されているのである。
ドイツ機関会社制度では，利益支払契約を結んで従属会社の損益を支配
会社（親会社）に移転することに係る課税の契約を基礎としている。
持株基準として過半数持株 (50%以上持分ではない）を採用しているの
で，親会社持分以外の少数株主持分の保護が求められることになる。
親会社と従属会社との取引，つまり内部取引に係る内部利益については
損益の繰延の規定がなく土地取引は時価とされる。内部取引に伴う未実現
損益は消去されず，残存し続けている。この点は，「連結」という視点か
らは，問題とさるべきと大倉教授は示唆されている。
以上， ドイツの機関会社制度における連結納税制度は他国と異なり過半
数持分が基準とされているので連結納税制度の適用範囲は，広く取られて
おり，この点を特徴として指摘できる。しかし，内部取引に係る未実現利
益が消去されず残存したままになっているなど，「連結」という観点から
は不十分な側面がみられることが批判の対象となる。ところで著書第5章
のドイツ機関会社制度と連結納税制度においては，納税計算の実例が示さ
れていない。
第2章アメリカ連結納税制度，第 3章フランス連結納税制度，第4章イ
ギリスのグループリリーフ制度の諸章においては，計算実例が掲示され検
討されたが，第5章ドイツ機関会社制度においては計算実例が示されてい
ない。ドイツ語に堪能である大倉教授が第5章で計算実例を示されなかっ
たのは遺憾であり，いずれ，他日を期して補説されることを期待したい。
大倉雄次郎著「連結納税会計論』（野村） (857) 141 
第5章を 6頁分で， ドイツ連結納税制度を了えられたことに対して御不満
が残っておられるのではないかと付度している。
ドイツ機関会社制度と連結納税制度に関して将来大著を公刊されること
を切に期待申し上げたい。
VJ[ 第1回連結納税制度の企業対応動向調査分析結果
第6章では． 日本における連結納税制度に関する実態調査の分析検討が
行われた。また第7章では同じく第2回目の実態調査の分析検討が行われ
た。第6章では， 73頁から128頁までの大分を割き，第7章では129頁から．
176頁までの分量を割かれている。合計すると, 102頁にもなりこれら実
態調査の分析が本書のハイライトであることが分かる。しかも，これらは．
文科省科学研究費補助金支給を受けられた研究の主要部分を成すものであ
り．いかに精魂を注入されたかを窺うことができる。
日本における連結納税の企業対応動向調査の回答結果を第6章および第
7章で紹介し．実務の立場から問題点を究明された。
本調査は．平成14年度 (2002年度）東京証券取引所第一部上場会社対象
1,474社に対して行われ，有効回答213社（回答率14.5%),平成15年度(2003
年度）東京証券取引所第一部上場会社及びその他会社対象1,674社に対し，
有効回答270社（回答率16.1%)で，連結納税の意向等全体の単純集計分析，
前年度比較分析．上場分類・子会社数・日本経団連の税制委員会委員等の
クロス分析を報告したものである。
第6章では，「第 1回連結納税制度の企業対応動向調査分析結果」が披
露されている。調査対象は東証第一部上場1,474社で，アンケート調査を
郵送し．回答を得た。回答期間は，平成14年9月12日から10月12日までの
1ヵ月間で行われ，有効回答213社（回答率14.5%)であった。パイロッ
ト調査をキャノン（株）．京セラ（株）．住友電気工業（株）． 日本電信電
話（株）．松下電器産業（株）に対して行われ，多くのヒントを得たとさ
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れる。調査協力は， 日本経団連経済法規本部， 日本公認会計士協会近畿会
から得られた。
回答締め切り日は，設問郵送後1ヵ月以内とされた。調査対象は，企業
内の財務経理・税務部門におけるスタッフに対して行われた。界体的な設
問事項は，「問 1」より，「問33」までの33問という多きにわたっている。
平成14年度第 1回の動向調査の主要な回答結果は以下のとおりである。
まず，連結納税制度の導入意向は， 213社中86社（約4割）であった。相
当規模に上っていることが知られた。次に，興味ある設問として「連結納
税制度適用時における時価評価の実施」に関する事項であるが，これにつ
いては，時価評価の実施を望ましくないが45%, どちらとも言えないが47
％で，かなり大きな開きがみられ，実務での戸惑いがみられた。
「交際費に関して連結親法人で一括して損金不算入の税務調整を行うこ
とに関する意見匝答」では，肯定的意見，否定的意見が約半数づつで意味
深長な結果が得られた。
「内部取引の消去について固定資産を対象にしていることについての回
答」については，望ましいが42.7%, 望ましくないが17.4%であり 2倍以
上の開きがみられた。
「連結納税制度の導入について所得通算型を採用していることの回答」
では，望ましいが約3割，望ましくないが約 1割， どちらともいえないが
約6割であった。この設問については，やや専門的中身に立入った内容で
あり，企業側でこれから連結納税制度に踏み切るか否かの導入時に当たり
返答するのがかなり難しかったのではないかと推測される。しかし，賛成
意見の方が反対意見を上回ったことについては，連結納税という点から望
ましい結果が得られたとみられる。
「日本で導入されることになった連結納税制度の利用が簡素であるか否
かの回答」については，複雑が約 8割であった。導入当初の戸惑いが影響
したものとみられる。
「連結納税制度の導入によって新たな連結税効果会計システムを組むか
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の回答」については，新たに当該システムの創設が必要としているの割合
が約30%であった。このように低率であったことについて，「当該システ
ムの検討が，実際界で十分なされておらず，導入の切迫感がないためであ
る」と指摘されている。
さて，大倉教授は上記のごとき動向調査結果を踏まえて，「クロス集計」，
「リッカート法によるスコアー（点数）づけ」を行ってさらに一層立ち入
った分析を試みられた。さらに， 日本経団連経済法規本部税制委員会の会
員・非会員の2分類分析を試みられた。ここでは，連結納税制度導入に対
して会員がより積極的反応を示す結果が得られたという興味ある結果を引
き出された。
VID 第2回連結納税制度の企業対応動向調査分析結果
大倉教授は，本書第7章において，第6章に引き続いて，平成15年度に
おける第2回の動向調査を敢行された。これは，同じような設問による調
査を行うことによって第2年目ではどのような異動性が得られるかを探求
するためであると推測される。懇切な検討をなされたものとして評価され
る。
平成15年度第 2回の動向調査の主要な回答結果は以下のとおりである。
まず，有効回答はl,67~士中270社 (16.1%)であり，第 1回の14.5%に比
べて1.6%上昇した。しかし，それにしても，有効回答率が引き続き20%
を下回っているのは， どのように解釈すべきであろうか。日本では連結会
計は，長らく個別企業会計の補足・補完の地位として位置づけてきたため
に，連結会計，さらにはそれに関連する連結経営重視の実践が極めて遅か
ったことに由来すると考えられる（野村健太郎著『連結経営の衝撃』中央
経済社刊， 2000年を参照願いたい）。「連結優位」が制度上で確認・ 実施さ
れたのは， 1996年金融ビッグバン提唱（橋本元総理）の翌年1997年「改訂
連結財務諸表原則」公表によってであった。連結経営の重要性が始めて，
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認識されたのであり．それによって連結納税制度の意義が意識されたが，
あまりにも遅くしかも制度適用が急速であったので，実務における重要性
の検討がおくれてきたことによるものと把握される。
第1回動向調査に比べて．第2回調査においてとくに変化がみられた事
項を眺めておきたい。まず．「連結納税制度の導入意向の回答」では第
2年度において「付加税廃止」という連結納税の恩典が失われたにもかか
わらず．導入意向を示したのは約26%に上り注目される。連結納税の利典
（経営実態面，税制面の多面的領域における）が少しづつ理解されてきた
ことの反映ではないかとみられる。
「連結納税制度の適用に際しての連結範囲についての意見回答」につい
ては第 1回調査に比べて第2年度では．連結範囲をより拡めて欲しいと
いう結果がみられている。連結会計では50%超（過半数）持分が採用され
ており．筆者はその観点から連結納税制度上で連結範囲を拡めていくこと
は望ましい方向と考えている。日本の制度の将来における改革への示唆を
与えているものといえるのではないかと思う。
「100%完全子会社に連結納税制度を強制していることの意見回答」に
ついても．第2回調査では．「全く望ましくない」が15.6%に上り．第 1
回調査より1.5%高くなっている。注目されるべき結果である。「望ましい」
が10.0%に低下したことにもなったのである。
「制度導入時における時価評価されることの意見回答」については第
2回調査では．「望ましい」「大変望ましい」が8.9%と上昇してきたこと
に注目される。連結会計の中身の検討が実業界で少しづつ行われるように
なってきた現われであろう。
「日本に導入された連結納税制度の利用は簡素な制度であるかの意見回
答」については約75%が複雑であるとの結果がみられた。第1回調査より
は低下したがそれでも高率である。当該制度がまだ日本で根づいて日が浅
いことの結果であるかもしれない。
さて．第2回調査においても．大倉教授は「上場分類別クロス集計分析」．
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「連結納税制度の導入意向によるクロス集計分析」を行っておられる。また，
日本経団連経済法規本部税制委員会の会員・非会員の 2分類分析も行われ
た。懇切な作業を第2回調査でも試みられたわけでその労苦は多として評
価されるべきである。さらに第2回調査の末尾において，調査結果から
判断した日本の連結納税制度の課題として，四つの課題を提起された。こ
の課題の検討や将来における改善動向の追究については将来の宿題とさる
べきとみられる。
IX 時価評価と連結納税
第6章，第7章における実態調査の検討を行った後第8章以下第11章
までは連結納税制度を巡る個別テーマの研究に充当された。第8章は時価
評価との関連を検討された。連結納税の時価評価の思考として，連結納税
グループ加入時において評価損の計上根拠を探り，加入時における含み益
に対する課税根拠を指摘された。
時価評価と企業再編との整合性を論述した後，時価概念につき日米比較
された。第8章では時価評価と税効果会計との関連を連結納税との関連で
検討された。
X 連結納税上の欠損金とSRLYの検討
第9章は連結納税制度上での欠損金とSRLYを検討した。アメリカ制度
の紹介の後日本制度との比較を行い，合併の際の欠損金と連結納税の際
のそれとの整合性が保たれたか否かを吟味された。欠損金の個別企業税制
下における取扱いと，連結納税下での取扱いとの相違性の検討にも留意さ
れた。連結上での欠損金の処理につき日米で異なっているが．経済的単一
体概念の優位性によるものと指摘された。
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XI 連結納税と内部取引
内部取引に係る未実現損益について連結会計（連結原則）と連結納税制
度とでの異同性について吟味された。また未実現利益の消去と税効果会計
との関連を追求し，寄付金•投資価額修正の税効果会計を論述された。
連結納税手続きについては，具体的個別問題をとり上げ，これを第11章
で詳論された。とくに日本の特殊事情として，「地方税において連結納税
制度が導入されていないこと」，「連結納税額は第一次的に連結親法人が法
律上の納税義務を負うが，同時に連結子法人も連帯責任を負うので，連結
未払法人税を貸借対照表上に計上する必要があること」，「連結欠損金繰越
控除額のうち各連結納税会社に帰属する金額については，控除直前の連結
欠損金個別帰属額の割合により計算した金額とし，これにより連結欠損子
法人は，連結親法人に対する未収法人税を計上すること」の 3点を指摘さ
れた。
最終章である第12章では，連結納税の実態分析をアメリカの場合につい
て広く一般に普及していること，アニュアル・リポートでの開示状況を論
述した後日本での連結納税制度の導入実態について，「制度導入の進捗
状況」，「欠損法人数」，「最近の動向」について吟味された。日本では導入
の日が浅く，赤字グループ（企業集団）の採択が多くなっているが，次第
に当該制度の利用が増大していくことが予想されると示唆されている。
XII 本書の特徴
以上，本書の概要と特徴について章を追って眺めてきたが，最後に全体
としての特徴にふれておきたい。すでに述べたように連結会計と連結納
税の課題は，会計学，税務会計，税制（租税法）の各学問分野の接点に位
置する領域であり，相互の交渉（インターフェイス）に配慮した学際的次
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元の研究領域である。先端的研究領域に属するものといえる。
この次元に踏み込んで研究する学界人・実務者は多くはなく，貴重な存
在として位置づけられる。この意味で，実務家としての豊富な経験も持た
れ，学究者としても実績を積んでこられた大倉教授が連結納税制度に切り
込まれたのはまさに「人を得た」といえるし，幅広い知識の集約分野の研
究者として評価されるべきである。貴重な業績を残されたのであり後学
に対する貢献は大きいと判断される。
後学が当該分野に研究参入するとき本書での研究が参考にされるべきで
ある。故井上久禰教授中田信正教授らとともに先駆的価値の業績を残さ
れたものと高く評価されよう。日本の連結納税制度の検討を行うに際し，
主要各国の実情を追求されたのは慎重な態度であり，また，連結納税制度
の日本への導入期において行われた実証分析は貴重なものと評することが
できる。
最後に紙幅も限られてきたので，筆者のコメントを添えさせていただき
たい。失礼にあたる部分があれば日頃の親しさに基づいて御容赦頂きたい。
まず，第一点は，連結納税制度における場合の「連結」をどのように理解
されておられるのかについてである。連結会計における「連結」と，連結
納税制度における「連結」とが同一内容として把握されるのかどうかとい
う点である。連結会計における「連結」は周知のごとく，実質的支配概念
に基づいて原則として過半数持分の子会社と親会社とを同一企業集団に属
するものとして捉え，これを会計単位とし，当該集団内での内部取引を相
殺消去して全体としての業績・実態を写像する会計システムとして理解さ
れる。
これとの整合性を考慮して連結納税制度を把握するならば，その場合の
「連結」概念は， 100%被所有の完全子会社のみを意味しているのではなく，
より広範囲に子会社を把捉する必要があり，内部未実現損益の取り扱いも
相当相違したものとなる。
ちなみに，アメリカ，フランス，イギリス， ドイツなどでは連結納税に
148 (864) 第 49巻第 6 号
おける「連結」の範囲をかなり広く位置づけている（イギリス， ドイツの
場合を「連結」納税という概念で理解することについては，異説もあり得
るかもしれないと思っている）。
100%被所有対象の完全子会社のみを連結納税制度の取り扱い対象とす
る場合には，少数株主持分の取扱いをどうするかにも焦点が合わされる。
少数株主持分といえども株主持分といえるが．これを多数株主持分との関
連でどのように処遇するかという新しい課題が生じてくる。これらについ
て教授の御主張を窺ってみたい。
第二に．イギリスのグループリリーフ制度やドイツ機関会社制度は，連
結納税制度の枠内で論ぜられるべきものかどうかである。イギリス・グル
ープリリーフ制度は，「企業集団」税制のカテゴリーでは論及されても．「連
結」税制の次元では取扱われないのではないか．また． ドイツ機関会社制
度は，過半数持分の従属会社を取り入れている点で．連結会計にいう連結
範囲に類似しているが．連結納税制度における会計システムとして．日本
のような連結構造になっているのか（ドイツの場合の具体的システムの構
造実態を示して欲しかった）。
第三は， 日本において平成14年. 15年における第 1回．第2回の連結納
税制度導入に関する実態調査を行い．貴重な分析データを残された。その
作業は膨大なもので．その労苦に対して深く敬意を表したい。ただ．連結
納税制度導入当初であったため（その実態調査は貴重であることは論をま
たない）．アンケート回収率は高くなく， また実業界では連結納税制度導
入に戸惑いがみられたり．活用に不安がもたれたりしている。赤字グルー
プの採用が多くなっているのも，採用に疑心暗鬼が抱かれているからでは
ないか。もう少し時間が経過して．実業界で同制度の特徴が理解されてい
けば，黒字グループの採用が増えたり．採用実績も増えていくこともあり
得よう。そこで希望として，お手数ではあるが．数年経過してから．今回
と同様の設問によるアンケート調査を試みられることを願いたい。それに
よって連結納税制度発展の傾向を明確に把握できるとみられる。
大倉雄次郎著『連結納税会計論』（野村） (865) 149 
以上の 3点は，筆者の感想・望蜀であって本書の先駆的価値，多大な御
苦労人を得た研究実績の点から勘案して，些少なものであることを再度
強調しておきたい。学界に貴重な財産を残されたことに対して心からの祝
意を申し上げたく思う。
